
数や総額がほとんど減らないのである．しかも，市町  

村合併において行政サービス水準を高い方へ合わせ格  

差是正したため，結果として補助金総額が大きく伸び  

てしまった．情けないことに，「行財政のスリム化」  

のための市町村合併が新たな支出を生むという矛盾で  

ある．  

●補助金の見直し過程にて再認識したが，自治体の姿  

勢が最も重要である．政府予算が逼迫しているのだか  

ら，数年後には外圧での見直しが求められる．「外圧」  

で行うのか，その前に「内発」で実行するのか，組織  

としての活力を引き出すためにも，自ら立ち向かう意  

気込みが欲しい．今回の特集により，多くのOR研究  

者が「年金」制度を含め，社会保障，地域政策や社会  

基盤整備へより関心を持って頂ければ幸いである．  

（大澤義明）  

編集後記  

●偶然ではあるが，編集後記の執筆時期と衆議院選挙  

公示の時期が重なってしまった．選挙の争点として，  

「郵政改革」に加え，本テーマと関連する「年金改革」  

について活発に議論されてい る．  

●3年前から，ある地方自治体の補助金検討委員会の  

委員長をしている．簡単に言うと，自治体が単独助成  

している「補肋金」を見直す作業である．多くの補肋  

金は，様々な歴史的，政治的，政策的経緯から継続さ  

れてきたが，財政逼迫，少子高齢化という社会背景か  

ら見直しの時期を迎えている．現代の視点，市民の視  

点から，事業への助成を存続か減額か廃止かを提言す  

る委員会である．しかし，総論賛成である「補助金減  

らし」も各論に対しての抵抗はかなり強い．そのため  

か，委員会から離れた予算の段階になると，補助事業  
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